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（社）日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）

■ 沿革
１９６２年４月 日本データ・プロセシング協会創立
１９９２年７月 （社）日本情報システム・ユーザー協会に拡充改組

■ 役員：理事４２名 監事２名
会 長 河野 俊二 東京海上日動火災保険株式会社 相談役
副会長 大木 一夫 東日本電信電話株式会社 取締役副社長
副会長 川上 哲郎 住友電気工業株式会社 相談役
副会長 小林 栄三 伊藤忠商事株式会社 取締役社長
副会長 橋本 哲 東京電力株式会社 常務取締役

■ 事務局
専務理事 細川 泰秀 常務理事 原田 俊彦
所在地 東京都中央区日本橋堀留町1-10-11

■ 会員数：３45社（２００８年４月1日現在）
正会員 ：１７１社 （2007年度に+19社）
賛助会員 ：１３７社 （2007年度に+13社）
Pﾏｰｸ会員 ： ３７社 （2007年度に+33社）

正会員企業の構成

ユーザー

64%

情報子会

社

17%

ベンダー

14%

コンサルタ

ント

5%
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ＪＵＡＳ 活動関係図

フォーラム
・部門経営フォーラム（４）
・グループ会社経営フォーラム（２）
・ＩＴ企業ＴＯＰフォーラム（２）
・ＣＩＯフォーラム（３）

（関西）・IT企業TOPフォーラム関西
・IT部門経営フォーラム関西
・ＩＴ企画推進フォーラム関西
・ITグループ会社フォーラム関西
・IT匠フォーラム

研究会
・ＩＴ戦略研究会
・人材育成研究会
・情報共有研究会
・システム運用研究会
・企業リスクマネジメント研究会
・ユーザーＩＴ活用研究会

研究プロジェクト
・システム開発・保守ＱＣＤ向上プロジェクト
・ＯＳＳ活用研究プロジェクト
・ＵＶＣ研究プロジェクト●（User Vender Collaboration）

・要求工学研究プロジェクト● （ＲEＴ:Requirements Engineering Technology）

・グローバルＩＴ研究プロジェクト●
・ソフトウェア機能継承プロジェクト（旧ハードソフト寿命）

・サービス・サイエンス研究プロジェクト★
・高度ＩＴ化人材研究プロジェクト★
・ＳＥの聞く力・話す力技術研究プロジェクト★

オープンセミナー

オーダーメイド研修

教材開発・出版

ＪＵＡＳスクエア
（運営・企画委員会）

研修事業会員活動調査事業
・企業IT動向調査
・ソフトウェアメトリックス

システムリファレンス
マニュアル
（普及推進）

・京都スクエア

・ITガバナンス2008

政策研究会
・情報セキュリティ委員会
・CIO戦略フォーラム

会員研修会
・ＪＵＡＳアカデミー

・セキュリティセンター
プライバシーマーク審査

・ＵＩＳＳセンター
ユーザー版（IT人材育成）

公開事業

海外研修

●：2007年度にて完了
★：2008年度新設

～ユーザーの要求が未来を切り拓く～
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ＪＵＡＳ会員数とＪＵＡＳ活動への参加人数の推移

03年4月 04年4月 05年4月 06年4月 07年４月 08年4月

正会員 １１８社 １２８社 １３０社 １４６社 １５２社 １７１社

賛助会員 １０４社 １１４社 １１４社 １２1社 １２８社 １７４社

合計会員数 ２２２社 ２４２社 ２４４社 ２６７社 ２８０社 ３４５社



調査の概要
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企業IT動向調査2008の概要

アンケート調査
定点観測＋重点テーマ

11月に実施

インタビュー調査
重点テーマ中心に

11月～2月に実施
•ユーザー企業IT部門4000社対象
•有効回答：634社（有効回答率16％）
•経営企画部門：4000社対象
•有効回答：683社（有効回答率17％）

調査報告
2008年4月発表

調査委員会、調査部会による分析

＜重点テーマ＞
•ビジネスイノベーションへの挑戦

•ハードウェア・ソフトウェアのライフ
サイクル、アップグレードに関する諸
問題

JUAS調査の特徴
• 94年度以来過去14年間継続して実施、

経年変化をふまえた分析
• アンケートとインタビューの複合効果
• IT部門だけでなく、利用部門にも調査
• 年度別に、重点テーマを設定

•ユーザー企業IT部門長：40社
・経営企画部門：5社
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2007年度調査の重点テーマ

①ビジネスイノベーションへの挑戦
2006年度の調査では、IT予算増減のDI値が26と2005年度より9ポイント伸び、IT投資を増加させ
た企業も過半数の52％に達している。また、2007年度のIT投資意欲もDI値21と例年になく積極的
である。これまでIT投資に積極的であった「増収増益」の企業だけでなく、「増収減益」「減収増益」
の企業がより積極的な投資を行おうとしていることから、ITでビジネスを変え、勝ち組に追いつこう
とする動きが本格的になり始めたと考えられる。
それでは、日本企業はITで何を変えようとしているのか。

ビジネスのスピードが加速する中、どのようにイノベーションに取り組み、どのような課題があるの
かを、深彫りする。

②ハードウェア・ソフトウェアのライフサイクル、アップグレードに関する諸問題
2005年度に「システム再構築」を重点テーマとして調査を行ったところ、システム再構築を実施する

理由として、「業務改革、業務の効率化」を挙げる企業が最も多かったが、「ハードウェアのサポー
ト切れ」「ソフトウェアのサポート切れ、アップグレード」を挙げる企業も、それぞれ2割、1割強あり、
利用を継続するために投資を行う企業も少なくないという結果がでている。
また、これまでのインタビュー調査では、ERPパッケージについて「パッケージ自体のバージョン

アップ費用に対する不満」「バージョンアップに伴う旧バージョンのメンテナンスの打ち切りへの疑
問」を挙げている企業が多く、ユーザー企業の課題の1つとなりつつある。
パッケージを活用する企業が増加しつつあり、今後も増えていくことが予想される中、2007年度は、

システムのライフサイクルとアップグレードに関して、どのような課題があるのかを明らかにし、今
後の適正な方向性を探る。
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回答企業のプロフィール

1. 回答企業のプロフィール
2. トピックス

① IT投資の動向
② 企業におけるIT利用の動向
③ クライアントマシンの動向
④ BCP(事業継続計画)の状況

3. 重点テーマ
① ビジネスイノベーションへの挑戦
② ハードウェア・ソフトウェアのライフサイクル,

アップグレードに関する諸問題

4. 昨年の重点テーマ
① 金融商品取引法対応の状況
② 情報システムの信頼性への取り組み
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アンケート回答企業の業種（IT部門）

(n=634)

20．その他
0.2%

19．情報処理業
0.3%

18．サービス業
9.0%

17．放送・新聞・出版・印刷・映画
0.8%

16．電気・ガス・水道
1.3%

15．通信・通信サービス
0.6%

14．運輸
3.8%

13．不動産・倉庫
3.9%

12．銀行・保険・証券・信販
6.2%

11．商社・流通・卸売・小売
19.1% 10．その他製造

8.7%
9．電気機械製造

7.7%

8．一般機械製造
6.9%

7．輸送機器・関連部品
3.0%

6．鉄・非鉄金属・窯業
5.7%

5．繊維関連・紙・木材
2.1%

4．石油・石炭・ゴム
1.4%

3．化学・薬品
6.5%

2．建設・土木・鉱業
8.7%

1．農林・水産・食品
4.3%

1．農林・水産・食品

2．建設・土木・鉱業
3．化学・薬品

4．石油・石炭・ゴム

5．繊維関連・紙・木材
6．鉄・非鉄金属・窯業

7．輸送機器・関連部品

8．一般機械製造

9．電気機械製造
10．その他製造

11．商社・流通・卸売・小売

12．銀行・保険・証券・信販
13．不動産・倉庫

14．運輸

15．通信・通信サービス
16．電気・ガス・水道

17．放送・新聞・出版・印刷・映画

18．サービス業

19．情報処理業
20．その他
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業種グループ

グループ名 属する業種

A ．一次産業 1．農林・水産・食品 2．建設・土木・鉱業

B ．素材製造
3．化学・薬品 4．石油・石炭・ゴム

5．繊維関連・紙・木材 6．鉄・非鉄金属・窯業

C．機械製造
7．輸送機器・関連部品 8．一般機械製造

9．電気機械製造 10．その他製造

D ．商社・流通 11．商社・流通・卸売・小売

E ．金融 12．銀行・保険・証券・信販

F ．重要インフラ
14．運輸 15．通信・通信サービス

16．電気・ガス・水道 17．放送・新聞・出版・印刷・映画

G ．サービス
13．不動産・倉庫 18．サービス業

19．情報処理業 20．その他
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ｱﾝｹｰﾄ回答企業の従業員数（IT部門・業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別）
従業員数1000人以上の大企業が1/3

6%

4%

3%

2%

10%

8%

7%

15%

41%

40%

34%

43%

49%

33%

37%

45%

20%

25%

22%

24%

18%

13%

17%

10%

24%

26%

29%

24%

20%

35%

15%

23%

4%

4%

2%

5%

2%

6%

4%

1%

10%

15%

5%

2%

4%

6%

3%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=625)

一次産業(n=81)

素材製造(n=97)

機械製造(n=165)

商社・流通(n=119)

金融(n=40)

重要インフラ(n=41)

サービス(n=82)

100人未満 100～499人 500～999人未満 1000～4999人 5000～9999人 10000人以上
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IT投資の動向

1. 回答企業のプロフィール
2. トピックス

① IT投資の動向
② 企業におけるIT利用の動向
③ クライアントマシンの動向
④ BCP(事業継続計画)の状況

3. 重点テーマ
① ビジネスイノベーションへの挑戦
② ハードウェア・ソフトウェアのライフサイクル,

アップグレードに関する諸問題

4. 昨年の重点テーマ
① 金融商品取引法対応の状況
② 情報システムの信頼性への取り組み
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01年度 02年度 03年度 04年度 05年度 06年度 07年度 08年度

対前年比 次年度予測

07年度はIT予算を増加させた企業が61%で、DI値も38と最大
1社あたりの平均予算額も2,582百万円と約10%の伸び

対前年比 次年度予測

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度 06年度 07年度 06年度 07年度 0８年度

１0%以上増加 29％ 24 ％ 32％ 30％ 31％ 35％ 42％ 26％ 31％ 25％

１0%未満増加 16 ％ 16 ％ 15％ 14％ 16％ 17％ 19％ 17％ 16％ 18％

不変 28 ％ 29 ％ 19％ 22％ 23％ 21％ 17％ 27％ 27％ 27％

１0%未満減少 13 ％ 14 ％ 13％ 16％ 13％ 10％ 7％ 12％ 11％ 10％

１0%以上減少 14 ％ 17 ％ 21％ 19％ 17％ 16％ 15％ 19％ 15％ 19％

DI 18 9 13 9 17 26 38 11 21 15
N値 733 964 742 777 764 667 459 747 658 438

値はDIを示す
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06年度に引き続き大企業がIT投資を加速
7割の大企業が予算を増加、DI値も20ﾎﾟｲﾝﾄ増加して52へ

・07年度から08年度、2年連続でＩＴ予算を「増加」させる企業は全体の26%、
2年連続で「10%以上増加」させる企業は全体の10%。
・逆に、2年連続して「減少」している企業は全体のわずか6%。

 

40%

36%

31%

44%

32%

29%

15%

12%

12%

27%

30%

25%

21%

27%

27%

10%

7%

13%

5%

7%

11%

12%

19%

19%

19%

18%

18%

7%

12%

14%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

07年度(n=308)

06年度(n=473）

05年度(n=537）

07年度(n=147)

06年度(n=194)

05年度(n=225）

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

10％以上増加 10％未満増加 不変 10％未満減少 10％以上減少

ＩＴ予算の増減（企業規模別）

DI：15

DI：31

DI：52

DI：23

DI：32

DI：22
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07年度は「増収増益」企業が半数と企業業績が好調な年
「増収」組のIT投資がより活発化し、DI値で「減収」組に大差

 

45%

41%

42%

31%

19%

20%

13%

20%

15%

20%

15%

26%

6%

6%

13%

5%

15%

13%

15%

18%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増収増益(n=211)

増収減益(n=82)

減収増益(n=52)

減収減益(n=80)

10%以上増加 10%未満増加 不変 10%未満減少 10%以上減少

企業業績とＩＴ予算増減の関係

DI：43

DI：42

DI：27

DI：28

・「増収増益」企業は４２５社中２１１社で５０％。
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今まで低迷していた「減収減益」もDI値が20ﾎﾟｲﾝﾄ増加
07年度は業績の如何に関わらず、ＩＴ投資が活発化した年

 

27

44

36

41

32

27

-2

-11

3

9

29

38
29

18 23

13

8
14

10
7

18
26

13

9
17

-20

-10

0

10

20

30

40

50

03年度 04年度 05年度 06年度 07年度

増収増益
増収減益
減収増益
減収減益
全体

値はDIを示す

業績別 ＩＴ予算ＤＩ値の経年変化
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全業種ｸﾞﾙｰﾌﾟで売上高に対するIT予算比率が上昇
ＩＴがﾋﾞｼﾞﾈｽに直結する「金融」は大幅な伸び（伸び率28%)

 

1.28

0.60

1.14

0.91

0.61

6.00

1.09

1.90

1.12

0.53

1.07

0.76

0.60

4.70

0.98

1.87

0.00 1.00 2.00 3.00 4.00 5.00 6.00

全体（n=443)

一次産業(n=58)

素材製造(n=67)

機械等製造(n=128)

商社・流通(n=82)

金融(n=27)

重要インフラ(n=32)

サービス(n49)

07年度計画

06年度実績

売上高に対するＩＴ予算比率（業種別）
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新規投資割合は年々増加し、新規投資割合が4割に
新規投資の予算執行率は9割、1割以上未達が1/3

 
保守運用費 新規投資 合計 保守運用費 新規投資 合計 保守運用費 新規投資

06年度計画 1,031 765 1,796 - - - 57% 43%
06年度実績 1,005 676 1,681 (※) 97.5% (※) 88.4% (※) 93.6% 60% 40%

2.4% 3.1% 2.7%
5.0% 16.7% 9.7%

08年度予想 1,079 789 1,868 2.2% 0.0% 1.3% 58% 42%

※伸び率の内、06年度実績の欄は予算進捗率、また、07年度計画の、上段は06年度計画比、下段は06年度実績比の伸び率

IT予算（百万円）

07年度計画 1,056

構成比

43%57%

伸び率（および予算執行率（※））
有効回答=407

1,844789

6%

11%

19%

10%

41%

4% 4%
2%

4%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

0-49% 50-69% 70-89% 90-99% 100% 101-
110%

111-
130%

131-
150%

151%-

06年度新規投資の

予算執行率の分布
新規投資割合
（実績）
03年：34%
04年：36%
05年：32%
06年：40%
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新規投資の予算執行率は、
企業規模が大きくなるにつれ、計画値を下回る企業が増大

06年度新規投資の予算執行率の分布（売上高別）

 

4%

5%

8%

9%

12%

10%

12%

9%

9%

22%

19%

28%

5%

10%

14%

13%

64%

38%

28%

25%

1%

5%

5%

6%

1%

5%

5%

6%

0%

1%

4%

3%

3%

5%

4%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

100億円未満 (n=74)

100～1000億円未満 (n=215)

1000億円～1兆円未満 (n=74)

1兆円以上 (n=32)

0-49% 50-69% 70-89% 90-99% 100% 101-110% 111-130% 131-150% 151%-
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IT投資が企業戦略と直結する「金融」、「ｻｰﾋﾞｽ」では、
ＩＴ投資の半分が新規投資に向けられている

75

75

68

72

63

63

61

63

67

66

65

69

49

49

47

48

56
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48
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44
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0 20 40 60 80 100 120

一次産業 08年度予測(n=58)

 07年度計画(n=58)

 06年度実績(n=58)

 06年度計画(n=58)

素材製造 08年度予測(n=64)

 07年度計画(n=64)

 06年度実績(n=64)

 06年度計画(n=64)

機械等製造 08年度予測(n=110)

 07年度計画(n=110)

 06年度実績(n=110)

 06年度計画(n=110)

商社・流通 08年度予測(n=74)

 07年度計画(n=74)

 06年度実績(n=74)

 06年度計画(n=74)

金融 08年度予測(n=28)

 07年度計画(n=28)

 06年度実績(n=28)

 06年度計画(n=28)

重要インフラ 08年度予測(n=30)

 07年度計画(n=30)

 06年度実績(n=30)

 06年度計画(n=30)

サービス 08年度予測(n=43)

 07年度計画(n=43)

 06年度実績(n=43)

 06年度計画(n=43)

保守・運用費 新規投資

業種グループ別に見た保守運用費と新規投資の動向（06年度計画を100とした場合の指数）
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企業におけるIT利用の動向

1. 回答企業のプロフィール
2. トピックス

① IT投資の動向
② 企業におけるIT利用の動向
③ クライアントマシンの動向
④ BCP(事業継続計画)の状況

3. 重点テーマ
① ビジネスイノベーションへの挑戦
② ハードウェア・ソフトウェアのライフサイクル,

アップグレードに関する諸問題

4. 昨年の重点テーマ
① 金融商品取引法対応の状況
② 情報システムの信頼性への取り組み
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ERPﾊﾟｯｹｰｼの導入は進んでいるが新たにＥＲＰの導入を検
討する企業は増えていない、ERPの普及は一段落の様相

ERPを導入している企業の割合

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

2004年 2005年 2006年 2007年

調査年度

企業全体 1000人未満 1000人以上

ERPを採用していない、予定もない企業の割合

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

2004年 2005年 2006年 2007年

調査年度

企業全体 1000人未満 1000人以上

ＥＲＰパッケージの導入率と採用の予定がない企業の割合の経年変化
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ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ・ITｻｰﾋﾞｽ導入についての関心

①ビジネスプロセス
アウトソーシング（BPO）

企業が自社の業務処理（ビジネスプロセス）の一部を、外部にアウトソーシングすること。コールセン
ター業務、経理や給与支払、人事管理、福利厚生や不動産管理などの間接業務、保険会社の保険
契約など特定の業務を情報システムといっしょに外部に切り出す動きなど。

②SaaS/ASP ユーザーがシステムを自社で開発したり、設備を用意するのでなく、業者に準備させ、通信回線を介
して、機能だけを利用するサービスのこと(Application Service Provider)。SaaS(Software 
as a Service)は、ネットによる高速化や、新技術を生かして、他システムとの連携に配慮したASP
の発展形。

③ビジネスインテリジェンス
（BI）

企業内外の事実に基づくデータを、組織的かつ系統的に蓄積・分類・検索・分析・加工して、ビジネス
上の各種の意思決定に有用な知識や洞察を生み出すという概念や仕組み、活動、それらを支えるシ
ステムやテクノロジー。

④エンタープライズアーキテ
クチャ（EA）

大企業や政府機関などといった巨大な組織(enterprise)の業務手順や情報システムの標準化、組
織の最適化を進め、効率よい組織の運営を図るための方法論。あるいは、そのような組織構造を実
現するための設計思想・基本理念(architecture)。

⑤サービス志向アーキテク
チャ（SOA）

ビジネスプロセスの構成単位に合わせて構築・整理されたソフトウェア部品や機能を、ネットワーク上
に公開し、これらを相互に連携させることにより、柔軟なエンタープライズ・システム、企業間ビジネス
プロセス実行システムを構築しようというシステムアーキテクチャー。

⑥オープンソースソフトウェ
ア（OSS）活用

ソフトウェアの設計図にあたるソースコードを、インターネットなどを通じて無償で公開し、誰でもその
ソフトウェアの改良、再配布が行なえるようなソフトウェア。

⑦ITIL活用 イギリス政府が策定した、コンピュータシステムの運用・管理業務に関する体系的なガイドライン。

⑧Web2.0 Webサイトの持つ情報や機能を外部のサイトやソフトウェアなどから参照したり呼び出したりすること
ができ、利用者や他の事業者がソフトウェアやWebサービスを組み合わせ新たなコンテンツやツー
ルを作成できるようなサービス。
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17%

13%

2%

3%

8%

14%

7%

11%

11%

11%

5%

39%

30%

38%

43%

39%

38%

34%

28%

29%

31%

35%

36%

35%

33%

35%

46%

7%

12%

8%

8%

13%

15%

15%

9%12%

11%

2%

6% 10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

②SaaS/ASP(n=627)

③ビジネスインテリジェンス（BI）(n=625)

⑥オープンソースソフトウェア（OSS）活用(n=627)

⑧Web2.0の活用(n=626)

⑤サービス志向アーキテクチャ（SOA）(n=624)

④エンタープライズアーキテクチャ（EA）構築(n=628)

⑦ITIL活用(n=624)

①ビジネスプロセスアウトソーシング（BPO）(n=627)

すでに導入・実施済 検討中 関心はあるが未検討 あまり関心はない よくわからない

新しい技術やITｻ ﾋ ｽより、身近なITｻ ﾋ ｽに関心が高い
最も関心が高かったのはｻｰﾋﾞｽ型ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ

（SaaS/ASP）

テクノロジー・ITサービスへの関心・導入状況

・ＳａａＳとは：「所有」から「利用」へ(低リスク・低コストで最大限の効果）
コンシューマーウェブで培われた技術を法人向けに

・ＳａａＳのメリット：初期投資不要、短期導入、使いやすさとパーソナラズ、
拡張性とパフォーマンス、強固なセキュリティ⇒「ＲＯＩ（投資対効果）」
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ｻｰﾋﾞｽ型ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ（SaaS等）に関心はあるが、
導入はこれから

3%

4%

4%

14%

10%

11%

23%

12%

16%

61%

74%

70%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1000人以上(n=199)

1000人未満(n=397)

全体(596)

1．全社的に導入 2．一部のセクションで導入済み 3．検討中 4．計画はない

15% 13% 13%
9%

13%

33%

17%
22%

16%

25%
22%

9%
13% 14% 12%

17%

70%

62%
65%

81%

74%

53%

71%

62%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全体

(n=605)

一次産業

(n=79)

素材製造

(n=95)

機械製造

(n=160)

商社・流通

(n=116)

金融

(n=36)

重要インフラ

(n=41)

サービス

(n=78)

導入済み 検討中 計画はない

サービス型アウトソーシング（SaaS等）の導入状況
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情報系業務ｼｽﾃﾑは
ｻｰﾋﾞｽ型ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ（SaaS等）の利用が大幅に増加

情報系業務システムの導入状況

79%

84%

80%

82%

30%
30%

56%

69%

18%

14%

6%

5%

1%
2%

31%

20%

2%

2%

13%

13%

69%
68%

13%

11%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑨メール

07年度(n=394)

06年度　(n=544)

⑩掲示板/電子会議室/予定表等

07年度(n=402)

06年度　(n=540)

⑪ナレッジマネジメント

07年度(n=397)

06年度　(n=524)

⑫社外向け広報(WEＢ等)

07年度(n=389)

06年度　(n=528)

導入あり サービス型アウトソーシング利用 導入なし

94%

97%

96%
97%

53%

57%

76%
87%

6%

3%

2%
0%

1%

0%

22%
10%

0%

0%

3%
3%

47%

43%

2%
2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑨メール

07年度(n=192)

06年度（n=216）

⑩掲示板/電子会議室/予定表等

07年度(n=194)

06年度（n=213）

⑪ナレッジマネジメント

07年度(n=190)

06年度（n=203）

⑫社外向け広報(WEＢ等)

07年度(n=187)

06年度（n=211）

導入あり サービス型アウトソーシング利用 導入なし

1000人未満

1000人以上

・基幹系業務システムではまだ試行的導入段階（「人事・総務」で３％）
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クライアントマシンの動向

1. 回答企業のプロフィール
2. トピックス

① IT投資の動向
② 企業におけるIT利用の動向
③ クライアントマシンの動向
④ BCP(事業継続計画)の状況

3. 重点テーマ
① ビジネスイノベーションへの挑戦
② ハードウェア・ソフトウェアのライフサイクル,

アップグレードに関する諸問題

4. 昨年の重点テーマ
① 金融商品取引法対応の状況
② 情報システムの信頼性への取り組み
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53%

59%

64%

59%

61%

61%

48%

53%

52%

43%

52%

51%

40%

36%

33%

35%

32%

31%

37%

35%

35%

40%

31%

30%

5%

3%

5%

6%

8%

15%

12%

12%

17%

17%

20%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2008年度予定(n=286)

2007年度(n=288)

2006年度(n=292)

2005年度(n=902)

2004年度(n=958)

2003年度(n=849)

2008年度予定(n=279)

2007年度(n=280)

2006年度(n=282)

2005年度(n=883)

2004年度(n=953)

2003年度(n=840)

台
数

金
額

増加 不変 減少

ｸﾗｲｱﾝﾄﾏｼﾝの台数は相変わらず増加傾向を維持、
08年度は増加傾向に若干歯止めがかかるように見えるが・・・

年度別クライアントマシンの増減

DI：49

DI：56

DI：58

DI：53

DI：53

DI：46

DI：36

DI：41

DI：36

DI：26

DI：33

DI：51
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9割弱の企業が「Windows Vista」を未導入、企業の主役は
「Windows XP」、「ｼﾝｸﾗｲｱﾝﾄ」は一部で試行を開始した段階

62%

75%

25%

3%

86%

97%

75%

51%

70%

20%

5%

86%

33%

21%

31%

8%

14%
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10%

23%

38%

25%

28%
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12%
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11%
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9%

3%

27%

19%

1%

25%

0%
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14%

30%
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4%

27%

0%
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1%

38%

0%

15%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Windows  95、98、Me

Windows NT

Windows 2000

Windows XP

Windows Vista

シンクライアント

その他OS

①Windows 95

②Windows 98、Me

③Windows NT

④Windows 2000

⑤Windows XP

⑥その他OS

0
7
年

度

（
n
=
5
8
3
）

0
6
年

度

（
n
=
7
1
5
）

0％ 20％未満 20～49％ 50～79％ 80～99％ 100％

クライアントＯＳの導入割合

・「Windows Vista」の導入が進まない要因としては、①新機能が企業ユースでは訴求
力が少ない点、②高スペックのCPUや大量のメモリを必要とする点、③業務用に開発

したソフトの互換性の問題等が考えられる。
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信頼性・安定性の評価では「Windows Vista」に不満が多い
「Windows XP」は非常に満足度の高いOSと評価できる
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非常に満足 満足 普通 不満 非常に不満

クライアントＯＳの信頼性・安定性の評価

・「シンクライアント」はネットワークの影響を受けるので不満が１/３と比較的多い。
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BCP（事業継続計画）の状況

1. 回答企業のプロフィール
2. トピックス

① IT投資の動向
② 企業におけるIT利用の動向
③ クライアントマシンの動向
④ BCP(事業継続計画)の状況

3. 重点テーマ
① ビジネスイノベーションへの挑戦
② ハードウェア・ソフトウェアのライフサイクル,

アップグレードに関する諸問題

4. 昨年の重点テーマ
① 金融商品取引法対応の状況
② 情報システムの信頼性への取り組み
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次の大きな経営課題の津波（BCP）がもう迫っている
企業は急速にBCPに関心を持ち始めたが備えはまだまだの状態

BCP（事業継続計画）の策定状況（従業員規模別）
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26%
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全体(n=606)

1000人未満(n=406)

1000人以上(n=200)

全体(n=768)

1000人未満(n=548)

1000人以上(n=220)

全体(n=879)

1000人未満(n=609)

1000人以上(n=265)
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度
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0
5
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1．BCPを策定し運用しており、定期的に見直し更新している
2．BCPを策定し運用している
3．BCPを策定中である
4．BCPの策定を検討中である
5．BCPを策定する予定はない
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BCPを実際に運用している企業は「金融」が6割と突出
「金融」以外の業種ｸﾞﾙｰﾌﾟではあまり進んでいない

BCPの策定状況(業種別）
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機械製造(n=161)

商社・流通(n=116)

金融(n=40)

重要インフラ(n=40)

サービス(n=82)

1．BCPを策定し運用しており、定期的に見直し更新している
2．BCPを策定し運用している
3．BCPを策定中である
4．BCP策定を検討中である
5．BCPを策定する予定はない
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「役員以上が認識した障害」の発生件数が多い企業ほど
BCPの策定に積極的

BCPの策定状況（役員以上が認識した障害の発生状況との関係）
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14%
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11%

13%

18%

23%

25%

48%

47%

28% 19%

14%

24%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0件/年(n=265)

1～2件/年(n=246)

3～/年(n=99)

策定し運用しており、定期的に見直し更新している 策定し運用している
策定中である 策定を検討中である
策定する予定はない
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BCP策定に当たって想定するﾘｽｸは、
日本では「自然災害ﾘｽｸ」と「ｼｽﾃﾑ障害」が圧倒的に多い

BCP策定に当たって想定するリスク

51%

31%

9%

8%

1%

1%

20%

32%

21%

25%

2%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

1．地震･風水害・疾病等の自然災害リスク

2．システム障害

5．火災・工場災害

3．電力・通信等の社会インフラの停止

4．テロ（予告･破壊行為）、サイバーテロ

6．その他

％ 1位

％ 2位

⇒ネットの世界に国境はないので、サイバーテロによる脅威は、IT部門として想定しておくべ
きではないか。
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（重点テーマ１） ビジネスイノベーションへの挑戦

1. 回答企業のプロフィール
2. トピックス

① IT投資の動向
② 企業におけるIT利用の動向
③ クライアントマシンの動向
④ BCP(事業継続計画)の状況

3. 重点テーマ
① ビジネスイノベーションへの挑戦
② ハードウェア・ソフトウェアのライフサイクル,

アップグレードに関する諸問題

4. 昨年の重点テーマ
① 情報システムの信頼性への取り組み
② 金融商品取引法対応の状況
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「ITを活用したﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ」の定義

ビジネスモデルの変革
（新技術を活用した

画期的なｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ）

ビジネスプロセスの変革
（日々の改善を
積み上げていく

漸進的ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ）

Ｉ
Ｔ
を
活
用
し
た
ビ
ジ
ネ
ス
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

④業務プロセスの変革

⑤現場改善

⑥組織の改革・支える基盤の確確立

①ビジネス自体の変革

②商品・サービスの創造

③顧客確保・拡大へのITの直接的貢献
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5%

4%

6%

7%

27%

16%

35%

22%

17%

22%

20%

29%

55%

40%

52%

62%

0% 20% 40% 60% 80%

IT部門

経営企画部門

IT部門

経営企画部門

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

1.専任組織を設置して取り組んでいる
2.経営企画部門が中心になって企画し・実現をリードしている
3.IT部門が中心となって企画・実現を行っている
4.通常の事業計画の一部として業務部門が企画・実現を行っている

40

「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの変革」の主体は業務部門
大企業でも専任組織を設置している企業は１割未満

企業規模別ﾋﾞｼﾞﾈｽモデルの変革主体 （ＩＴ部門と経営企画部門の回答）

・専任組織の例：ＩＴイノベーション部、ＩＴ改革推進部、ＩＴ業務改革部、事業戦略部、
経営改革・ＩＴ本部、業務改革本部、業務プロセス改革本部
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「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽの変革」の主体も業務部門
「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの変革」と比べるとIT部門主体の比率が高い

企業規模別ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽの変革主体 （ＩＴ部門と経営企画部門の回答）

5%

7%

7%

13%

21%

30%

22%

30%

28%

19%

28%

25%

52%

53%

61%

46%

0% 20% 40% 60% 80%

IT部門

経営企画部門

IT部門

経営企画部門

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

1.専任組織を設置して取り組んでいる
2.経営企画部門が中心になって企画し・実現をリードしている
3.IT部門が中心となって企画・実現を行っている
4.通常の事業計画の一部として業務部門が企画・実現を行っている

｢ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの変革」
ＩＴ部門中心：20%
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3%

2%

2%

8%

10%

5%

28%

16%

19%

53%

56%

40%

14%

17%

18%

15%

11%

17%

16%

16%

18%

12%

11%

14%

3%

18%

17%

15%

9%

4%

32%

28%

10%

20%

14%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①ビジネス自体の変革

②商品・サービス創造

③顧客確保・拡大

④業務プロセスの革新

⑤現場改善

⑥組織の改革・支える
基盤の確立

1．(期待されており）応えられえている

2．(期待されており）一部は応えられている

3．(期待されており）応えられていない

4．(期待されており）どちらともいえない

5．期待されていない

6．わからない

42

IT部門は経営層から「ﾋ ｼ ﾈｽﾓﾃ ﾙの変革」 より
「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽの変革」を期待されてい

る

ビジネスイノベーションに関して経営層からIT部門が期待されている領域とＩＴ部門の貢献
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2%

0%

0%

1%

2%

10%

5%

4%

16%

1%

13%

10%

20%

44%

20%

24%

17%

22%

18%

20%

15%

13%

15%

15%

16%

17%

13%

18%

20%

15%

10%

16%

32%

34%

21%

17%

21%

19%

18%

20%

34%

39%

38%

10%

30% 20%

8%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=609)

一次産業(n=77)

素材製造(n=95)

機械製造(n=163)

商社・流通(n=115)

金融(n=39)

重要インフラ(n=40)

サービス(n=80)

1．(期待されており）応えられえている
2．(期待されており）一部は応えられている
3．(期待されており）応えられていない
4．(期待されており）どちらともいえない
5．期待されていない
6．わからない

43

半数の企業が経営層から「商品・ｻｰﾋﾞｽの創造」を
期待されているが、 その期待に応えている企業は2割弱

IT部門の「商品・サービス創造」への貢献（業種別）
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2%

0%

1%

1%

3%

3%

3%

6%

19%

9%

18%

14%

27%

46%

15%

18%

18%

23%

18%

18%

17%

10%

23%

16%

18%

18%

14%

18%

19%

21%

13%

19%

28%

29%

23%

15%

18%

16%

19%

19%

28%

31%

33%

13%

30% 18%

8%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=608)

一次産業(n=77)

素材製造(n=94)

機械製造(n=163)

商社・流通(n=115)

金融(n=39)

重要インフラ(n=40)

サービス(n=80)

1．(期待されており）応えられえている

2．(期待されており）一部は応えられている

3．(期待されており）応えられていない

4．(期待されており）どちらともいえない

5．期待されていない

6．わからない

44

過半数の企業が経営層から「顧客の確保・拡大」を
期待されているが、その期待に応えている企業は2割

IT部門の「顧客確保・拡大」への貢献（業種別）
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と
「業務部門のIT理解とﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟの発揮」が圧倒

的

38%

35%

13%

11%

1%

1%

1%

0%

0%

27%

20%

14%

4%

1%

2%

5%

5%

23%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1.経営トップの理解

4.業務部門のIT理解と、ビジネスイノベーションに対する

リーダーシップの発揮

5.IT部門の役割の拡大、位置づけの革新

2.CIOの強いリーダーシップの発揮

3.「ビジネスイノベーション」推進の専任部門の設置

9.その他

8.社外交流の促進（異業種交流を含む）

6.IT部門のキャリアパスの工夫

7.IT部門要員の人事評価制度の工夫
1位 2位

IT部門が「商品・サービス創造」「顧客確保・拡大」に貢献できる理由
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経営企画部門の「ITを活用したﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ」の達成
度合いの評価は、「進んでいる」が1割、「遅れている」が3割

ITを活用したビジネスイノベーションの達成レベル (経営企画部門の回答）

10%

8%

8%

12%

11%

7%

51%

54%

56%

48%

51%

52%

31%

30%

28%

36%

32%

35%

7%

8%

7%

5%

5%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①ビジネス自体の変革

②商品・サービス創造

③顧客確保・拡大

④業務プロセスの革新

⑤現場改善

⑥組織の改革・支える基盤の確立

1．進んでいる 2．同業他社なみ 3．遅れている 4．わからない
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ﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを推進する人材を
「確保できていない」企業が7割

(n=681)

確保できて
いる
20%

確保できて
いない
68%

わからない
12%

ビジネスイノベーション人材の確保状況 (経営企画部門の回答）
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25%

24%

24%

8%

8%

6%

5%

1%

16%

29%

13%

8%

5%

8%

0%

21%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

3.外部コンサル・アウトソースの活用

1.中途採用

5.既存要員の育成

4.社内ローテーションによる対応

5.経営上の判断により補充が困難

6.特に検討なし

2.IT系の新卒学生の採用

7.その他 1位 2位

48

人材確保の対策は、即戦力となる「外部ｺﾝｻﾙ・ｱｳﾄｿｰｽの
活用」・「中途採用」と「既存要員の育成」が拮抗

ビジネスイノベーション人材不足への対策 (経営企画部門の回答）
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ビジネスイノベーション推進上の課題 （ｲﾝﾀﾋﾞｭｰより）

4949

ビジネスイノベーション

自体の課題

 そもそも事業環境が激変し、グローバル化が進展する中で、ビジネスイノベーションの方向性がつかめない。

経営トップ、推進体制

などに関する課題

 経営トップ、業務部門のIT部門に対する理解不足。情報リテラシーの不足。

 ITを活用したビジネスイノベーション推進のための次世代経営者（後継者）の育成。

 ビジネスプロセス革新推進リーダーと関係組織との連携、および推進グループに対する経営層のバックアッ

プ。IT部門と業務部門との連携強化。

 経営判断のできる専任のCIOが不在。推進するCIO組織もない。経営戦略との連携不徹底。リーダーシッ

プ不足や積極性不足、持続力不足。業務・ITの両面を理解できる役員・管理者・担当者の不在。

 ITを活用したビジネスイノベーション推進の企業文化育成が進んでいない。社内（経営企画部門、業務部

門、IT部門での）での課題認識の統一不足

投資効果などに関する

課題

 財務的な余裕がない、もしくはITコストの低減により推進ができない。経営トップによる人材等の資源割当

不足。利益意識と失敗したときの撤退の見極め。予算と効果とのバランスが不明。投資効果が測定できな

い。IT戦略課題の多様化、急増によるきめ細かな投資効果判断の必要性。

推進のための人材、ス

キルなどに関する課題

 業務部門とIT部門が互いに相手の領域への相互理解不足。ビジネスモデルを理解してITを適用できる人が

いない。企画力のある（枠にとらわれない発想、実現性への考慮、効果の検証、IT自体を目的としない発想、

アイデアの具現化）人材の不足。最新技術動向を理解し、自社業務を理解して融合できる人材の不足。

 IT部門での人員不足、人員拡充不足、高齢化などにより、スキル向上、人的エネルギーの確保などが進ん

でいない。システムのブラックボックス化にともない、業務を理解した社内SEなどが不足している。（業務プ

ロセスの問題点を指摘できるIT部員が不足）。IT要員がコンピュータ屋から脱却できていない。一方で、業

務部門側でもITのわかる人材の計画的な育成が必要。

 社内の外部能力を活用する力不足。ITベンダーの提案力不足（客をだますような営業しかしないので、不

要なシステムが社内で増殖してしまう）。 IT部門が目先の法規制対応などで時間的余裕がない。

 ビジネスイノベーション推進のチェックポイント管理方法、費用対効果検証の基礎データ不足などマネジメ

ント手法・ツールがない。
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（重点テーマ２） ハードウェア・ソフトウェアのライフサイクル、
アップグレードに関する諸問題

1. 回答企業のプロフィール
2. トピックス

① IT投資の動向
② 企業におけるIT利用の動向
③ クライアントマシンの動向
④ BCP(事業継続計画)の状況

3. 重点テーマ
① ビジネスイノベーションへの挑戦
② ハードウェア・ソフトウェアのライフサイクル,

アップグレードに関する諸問題

4. 昨年の重点テーマ
① 情報システムの信頼性への取り組み
② 金融商品取引法対応の状況
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40%

43%

42%

32%

26%

28%

16%

19%

18%

10%

7%

8%

2%

5%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2．1000人以上

（n＝204）

1．1000人未満

（n＝415）

全体

（n＝619）

1．1～5年前 2．6～10年前 3．11～20年前 4．21年以上前 5．不明

基幹業務ｼｽﾃﾑの開発時期は7割の企業が「10年以内」だが、
「21年以上」使用している企業も1割弱ある

代表的な基幹業務システムの開発時期
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今後の利用予定は、過半数が「1～5年」と予想、
「業務を変更しない限り既存ｼｽﾃﾑをずっと使いたい」との声も

54%

53%

53%

24%

29%

27%

5%

3%

4%

1%

1%

1%

16%

14%

14%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2．1000人以上

（n＝204）

1．1000人未満

（n＝416）

総計

（n＝620）

1．1～5年 2．6～10年 3．11～20年 4．21年以上 5．不明

代表的な基幹業務システムの今後の利用予定

・「不明」（14%）の多くは、ハードウェア・ソフトウェアのサポート状況次第と考えられるが、
「業務を変更しない限り既存システムをずっと使いたい」という願望も入っている。
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基幹業務ｼｽﾃﾑのﾗｲﾌｻｲｸﾙは平均14年、
ﾍﾞﾝﾀﾞｰ企業の認識（10年以内）との間に大きなｷﾞｬｯﾌﾟ

業種グループ別 代表的な基幹業務システムのライフサイクル

・「開発時期」の平均は8.2年前、「今後の利用予定」の平均は5.4年。
これを単純に加えると、基幹業務システムのライフサイクルは13.6年となる。

・ＪＵＡＳの「ハード・ソフトの寿命検討プロジェクト」が本調査と同時期に行ったベンダー
企業へのアンケートでは、基幹業務システムのライフサイクルは10年以下との認識がほとんど。

6.7

7.1

7.2

8.6

8.2

9.5

8.9

8.2

5.1

4.9

5.3

5.1

6.4

5.3

6.5

5.4

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

サービス(n=69)

重要インフラ(n=36)

商社・流通(n=104)

一次産業(n=73)

金融(n=36)

機械製造(n=138)

素材製造(n=82)

全体(n=538)

開発時期 今後の使用予定

ﾗｲﾌｻｲｸﾙ
13.6年
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保守停止やｻﾎﾟｰﾄ打ち切りで困った経験がある企業は、
「ｿﾌﾄｳｪｱ」と「ｻｰﾊﾞ」が6割、「ﾎｽﾄﾏｼﾝ」は3割で一番少ない

30%

57%

48%

58%

40%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

①ホスト（n=564）

②サーバ(n=602)

③端末(n=604)

④ソフトウェア（n=606)

⑤アプリケーションパッケージ（n=592)

ハードウェアの保守停止やソフトウェアのサポート打ち切りにより困った経験のある企業

（注）ソフトウェア：ＯＳ、ミドル、データベースなど
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25%

51%

43%

52%

35%

41%

72%

59%

72%

52%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

①ホスト（n=401,m=190）

②サーバ(n=420,m=205)

③端末(n=411,m=200)

④ソフトウェア（n=411,m=202)

⑤アプリケーションパッケージ（n=409,m=197)

1000人未満の企業(n) 1000人以上の企業(m)

大企業では7割を超える企業が、
「ｿﾌﾄ」のｻﾎﾟｰﾄ打ち切りと「ｻｰﾊﾞ」の保守停止に困っている

ハードの保守停止やソフトのサポート打ち切りにより困った経験のある企業（企業規模別）

（注）ソフトウェア：ＯＳ、ミドル、データベースなど
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保守停止ｻﾎﾟｰﾄ打ち切り対応は「機能拡張・再構築に合わせて
実施する」企業が多い、「ｼｽﾃﾑを凍結してそのまま使う」企業も

24%

25%

28%

23%

18%

25%

33%

23%

28%

29%

19%

21%

23%

21%

18%

6%

5%

4%

6%

4%

22%

20%

17%

11%

11%

14%

15%

15%

28%

30%

7%

1%

3%

3%

5%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

①ホスト(n=226)

②サーバ(n=362)

③端末(n=320)

④ソフトウェア(n=372)

⑤アプリケーションパッケージ(n=283)

1．承認された予算内で、費用を捻出し実施した

2．業務システムの機能拡張、再構築などの大きな
更新にあわせて予算を取り実施した

3．計画的な更新に備えて、予算を確保していたので
影響がなかった

4．契約時に一定期間の保証を交渉した

5．メーカー、ベンダーに交渉してサポートを延長させ
たり、保守部品を確保した

6．システムを凍結し、新たな変更、改良をおこなわ
ず、そのまま使っている

7．その他

ハードウェアの保守停止やソフトウェアのサポート打ち切り対する対応
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ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝﾊﾟｯｹｰｼﾞのｻﾎﾟｰﾄ打ち切り対策は「ｼｽﾃﾑを再構
築する」と「ﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱｯﾌﾟせずに自己責任で使い続ける」が多い

アプリケーションパッケージのサポート打ち切りに対する対策

・大企業は1000人未満の企業と比べて、「アドオンなど更新時に問題となる開発を抑制する
（4割）」が21ﾎﾟｲﾝﾄ、「契約時に一定期間の保証を交渉する(1/4）」が10ﾎﾟｲﾝﾄ上回っている。
・「金融」は「ｼｽﾃﾑを再構築する」が5割、 「契約時に一定期間の保証を交渉する」が3割と
多く、 「アドオンなど更新時に問題となる開発を抑制する」が1割と少ない。

20%

23%

16%

25%

18%

39%

33%

32%

35%

29%

29%

27%

20%

20%

22%

18%

15%

25%

2%

2%

4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

全体（n＝602）

1000人未満（n=408）

1000人以上（n＝194）

1．そもそもアプリケーショ
ンパッケージをなるべく使
わない

2．アドオンなど更新時に
問題になる開発を抑制す
る

3．システムを再構築する

4．バージョンアップせずに
自己責任で使い続ける

5．長期保証をうたっている
製品を採用する

6．契約時に一定期間の保
証を交渉する

7．その他
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ﾊｰﾄﾞｳｪｱ・ｿﾌﾄｳｪｱのﾗｲﾌｻｲｸﾙ、ｱｯﾌﾟｸﾞﾚｰﾄﾞに関する

諸問題について （ｲﾝﾀﾋﾞｭｰより）

基幹業務シス
テムをいつま
で使うか

基本的には経営モデルと合わなくなるまで使い続ける。（建設）

アプリケーションは永遠だという考え方でやっている。（銀行）

大きな苦労をして畑を耕し、種を撒き、花がやっと咲いた。暫く使う。（製造）

大きな業務要件の変更があればやめる。事前に何年と決めていない。（運輸）

ハードﾞの保守
停止やソフト
のサポート打
ち切りで困っ
た経験は

しょっちゅうある

毎月のようにある

嫌というほどある。

例を挙げだしたらきりがない。

何が困るのか ハードは安くても動作確認テストのコストが膨大で困っている。

ハードの保守切れは仕方がないが、ソフトのサポート打ち切りは理不尽だ。バージョン
を揃えておきたいのに旧製品を売ってくれない。

ひとつを換えると芋づる式にあらゆるところの更新を迫られる。

意外なところに改修が発生して費用がかさむ。

画面の位置が少し変わってもマニュアルを作り直して配る必要がある。
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ﾊｰﾄﾞの保守停止対策、ｿﾌﾄのｻﾎﾟｰﾄ打ち切り対策、
ｿﾌﾄの上位互換性について （ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ、自由記述より）

ハードウェア
の保守停止
対策

メーカーと交渉する。

調達を強化して、なるべく単一機種を集中して入れておくと管理が楽になる。

同一機種を中古で買って部品をそこから調達する。

半分更新して、残りのマシンの予備にとっておく。

定期的にリプレースするという考え方なので困っていない。

保守切れがシステム再構築のきっかけと考えて割り切って作り直す。

ソフトウェア
のサポート
打ち切り対
策

ソフトは使い込むと枯れて安定するので、アプリが変わらなければサポートが切れても使う。

バージョンアップは世代を飛ばし、そのバージョンを擦り切れるまで使う。

バージョンアップで困る管理されていないソフトウエアを厳しく制限する。

設計のときからライフサイクルについて激しく議論して製品を決めている。

標準化を重視し、OSや環境に依存しない仕組みを作ったので余り困っていない。

システムの開発・運用をBPOすれば負担が少なくなる。

ソフトウェア
の上位互換
性について
の意見

オープンシステムになって節操がなくなった。

歴史のあるベンダは気を遣うが、新しいところは考慮しない。要りもしない機能をつけてバー
ジョンアップしアプリが動かなくなるのは言語道断だ。

ベンダーのビジネス戦略に付合わされている。納得がいかない。

むやみに上位互換にこだわるとコストの負担が大きい。ある程度の見切りも必要だ。
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（昨年の重点テーマ）金融商品取引法対応の状況

1. 回答企業のプロフィール
2. トピックス

① IT投資の動向
② 企業におけるIT利用の動向
③ クライアントマシンの動向
④ BCP(事業継続計画)の状況

3. 重点テーマ
① ビジネスイノベーションへの挑戦
② ハードウェア・ソフトウェアのライフサイクル,

アップグレードに関する諸問題

4. 昨年の重点テーマ
① 金融商品取引法対応の状況
② 情報システムの信頼性への取り組み
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金融商品取引法対応は決算時期を見越して最後の努力
2007年11月時点で完了・出来る見通しの企業は6割

4%

4%

5%

33%

28%

40%

22%

20%

24%

27%

29%

23%

15%

20%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=526)

1000人未満(n=326)

1000人以上(n=193)

1．改善策を講じ定期的に運用の有効性を評価し、更に改善する仕組みが構築されている
2．対象業務の改善を実施中であるが、適用開始までに完了する目処が立っている
3．対象業務の改善を実施中であるが、適用開始時点で一部優先度の低い対応作業が残る見込みである
4．対象業務に関する文書を基にリスク評価および対策立案を実施中である
5．必須となる対象業務のフローなどに未作成の部分がある

 
金融商品取引法対応の進捗状況（2007年11月時点）

・適用開始時期と完了・出来る見通しの企業の割合：「～０７年１２月末まで：８０％」「０８
年１月：７４％」「０８年４～６月：６４％」「０８年７～９月：４６％」「０８年１０～１２月：３２％」
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06年の倍以上の企業（7割）が外部ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄを利用
利用するか決めていなかった企業が二極化の判断をした

外部コンサルタント（含む監査法人）の利用

72%

66%

81%

34%

27%

48%

8%

11%

4%

19%

18%

22%

15%

18%

10%

10%

13%

5%

5%

5%

5%

36%

41%

25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=524)

1000人未満(n=332)

1000人以上(n=192)

全体(n=658)

1000人未満(n=444)

1000人以上(n=214)

0
7
年

度
0
6
年

度

外部コンサルタントを利用している

外部コンサルタントを利用する予定

外部コンサルタントは利用しない

現段階では利用するかしないかを決めていない

・外部コンサルタントを「利用するかしないか決めていない」３６％の企業が態度を明ら
かにし、２６％が利用する方針を決め、逆に５％が利用しないという判断をした。
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外部ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄの評価は満足が半数
厳しい評価が多い業種は「重要ｲﾝﾌﾗ」と「一次産業」

外部コンサルタント（含む監査法人）の利用の結果

46%

36%

44%

52%

38%

50%

43%

54%

20%

27%

26%

15%

22%

20%

13%

16%

13%

20%

10%

10%

14%

13%

22%

9%

15%

16%

14%

16%

14%

17%

22%

13%

11%

0%

0%

9%

7%

6%

2%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=406)

一次産業(n=45)

素材製造(n=70)

機械製造(n=106)

商社・流通(n=76)

金融(n=30)

重要インフラ(n=23)

サービス(n=56)

外部コンサルタントの対応に満足している
ITに詳しい外部コンサルタントがいなくて理解してもらうのに余計な説明時間がかかっている

外部コンサルタントのアドバイスに従ったがやり直しが発生している
外部コンサルタントのアドバイスに納得感がない

その他
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必要と考えられる情報ｼｽﾃﾑの対応は、施行が迫るにつれ、
状況を見極めた現実的な対応に（やれないものはやらない）

金融商品取引法に対応するために必要と考えられる情報システムの対応

19%

11%

22%

12%

14%

10%

42%

34%

35%

29%

52%

45%

26%

39%

26%

40%

24%

37%

4%

10%

14%

1%

1%

7% 2%

6%

2%

6%

3%

6%

6%
8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

07年度（n＝519）

06年度(n=639)

07年度（n＝330）

06年度(n=434)

07年度（n＝189）

06年度(n=205)

全
体

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

現行の情報システムで対応可能 通常のメンテナンスレベルで対応が可能

情報システムのかなりの見直しが必要 情報システムの全面的な見直しが必要

内部統制に対応しているパッケージソフトを新たに導入 その他

・内部統制に対応している新たなパッケージソフトの導入は、０６年度は２０％の企業が
検討事項として掲げていたが、結局７％の企業しか導入していない。
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外部ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄからのIT全般統制に対する指摘事項は共通でも
対応の具体策は企業の業種・企業規模で千差万別に分かれる

金融商品取引法のＩＴ全般統制に対する対応の具体策

3.6%

17.5%

13.4%

30.0%

42.0%

42.7%

13.1%

8.6%

31.0%

16.1%

34.9%

60.1%

53.0%

46.9%

34.0%

32.2%

36.7%

33.7%

80.4%

47.6%

26.5%

17.0%

11.1%

23.3%

54.7%

54.7%

35.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①開発と運用は組織として
明確に区分している(n=185)

②同一業務が長期間にならないように、
担当者を定期的に入れ替えている(n=286)

③本番データのアクセス状況を管理する
専門担当を置いている(n=285)

④例外的な対応（トラブル調査等）では、
条件付で開発部門が本番データに

アクセスすることを認めている(n=121)
⑤システムの変更管理で必要な

ドキュメントを作成し、承認者および
そのレベルを明確にしている(n=58)

⑥事後的に、ログ情報などで
アクセス情報を分析している(n=89)

⑦ビジネスプロセスを
見直している(n=138)

⑧システムの再構築や
ERPパッケージを導入する(n=250)

⑨その他(n=45)

1．実施済み 2．検討中 3．実施しない

・人事や組織の問題に関わる項目（②、③）は企業が対応に苦慮。

・開発と運用の分離は大企業では「実施済み：４７％」「検討中：３６％」と対応が進む。
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「概算費用を見積もっている」企業は2/3、
大企業では5000万円未満が1/3、5億円までが8割強

99%

59%

71%

34%

13%

15%

11%

20%

10%

38%

4%

1%

10%

2

5%

0%

0%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2.1000人以上

（n＝105）

1.1000人未満

（n＝203）

全体

（n＝308）

0～5千万円未満 5千万～1億円未満 1億～5億円未満 5億～10億円未満 10億～50億円未満 50億以上

金融商品取引法が適用されるまでに要する概算費用

・「概算費用を見積もっている」と回答した企業は６５％（４７１社のうち３０８社）。
・その回答の中で見積もっている個別費用は、「外部コンサルタント費用」：７５％、
「ハード・ソフトの購入費」：５６％、「社内人件費」：５２％。
⇒金融商品取引法対応は、実際には企業が回答した以上の費用がかかっている。
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06年は霧の中での対応、07年は問題が見えてきて現実の悩みに
今後は、内部統制・ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ分野の専門家の育成が課題

74

58

38

37

36

17

8

7

5

4

90

94

39

20

39

24

0

9

7

4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

文書化およびメンテナンス作業が膨大

どこまで対応すればよいかわからない

経験・スキルのある人材がいない

開発担当と運用担当の分離が難しい

各種基準がわかりにくい、内容が不十分

情報システムの見直しが必要

監査法人の指摘に納得感がない

トップの理解が得られない

委託先の内部統制が心配

良い外部コンサルタントがいない

07年

06年

金融商品取引法対応推進にあたっての悩み（1位から3位までを選択）
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（昨年の重点テーマ）情報システムの信頼性への取り組み

1. 回答企業のプロフィール
2. トピックス

① IT投資の動向
② 企業におけるIT利用の動向
③ クライアントマシンの動向
④ BCP(事業継続計画)の状況

3. 重点テーマ
① ビジネスイノベーションへの挑戦
② ハードウェア・ソフトウェアのライフサイクル,

アップグレードに関する諸問題

4. 昨年の重点テーマ
① 金融商品取引法対応の状況
② 情報システムの信頼性への取り組み
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IT部門の「ｼｽﾃﾑ安定稼動」への努力は評価しているが、
「情報ｼｽﾃﾑ障害への対策」には84％のﾕｰｻﾞｰが不安を感じる

IT部門の「システム安定稼働」への取り組みに対する満足度（経営企画部門）

自社の基幹業務の情報システム障害への対策について（経営企画部門）

4%

4%

36%

34%

47%

48%

12%

12%

1%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

06年度
(n=703)

07年度
(n=680)

非常に満足 満足 普通 不満 非常に不満

10%

12%

68%

72%

18%

12% 3%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

06年度(n=708)

07年度(n=681)

十分な対策ができており不安はない 同業他社なみの対策はできているが多少不安

かなり不安 わからない
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過半数の企業で「役員以上が認識した情報ｼｽﾃﾑの障害」が発生
「役員以上が認識した障害」は保守運用費7億円につき1件発生

31%

51%

34%

29%

23%

40%

46%

38%

45%

45%

48%

17%

16%

22%

2%

3%

2%

4%

44%

9%

18%

11%

4%

1%

4%

6%

2%

1%

3%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

07年度(n=628)

06年度(n=772)

07年度(n=418)

06年度(n=550)

07年度(n=203)

06年度(n=222)

全
体

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

0/年 1～2/年 3～5/年 6～10/年 10以上/年

ここ1年間で役員以上が認識した情報システムの障害の回数（企業規模別）

＜保守運用費（除・ソフトウェア費用）と障害件数の関係を試算＞
・役員以上が認識した障害＝０．１４３件／保守運用費1億円 ＜7億円につき1件＞

・保守運用費①ハードウェア費用、②ソフトウェア費、③ソフトウェア保守費、④通信回線費、
⑤外部委託費、⑥その他（含む、社員人件費、運転管理費）



71

「金融」はｼｽﾃﾑ障害が社会に与える影響が大きいため、
小さな障害も細かく報告されている（「年10回以上」が1割強）

ここ1年間で役員以上が認識した情報システムの障害の回数（業種別）

44%

31%

50%

39%

51%

31%

48%

35%

45%

30%

25%

17%

45%

23%

25%

23%

40%

46%

37%

42%

43%

55%
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06年度(n=139)

07年度(n= 40)

06年度(n= 47)

07年度(n= 42)

06年度(n= 57)

07年度(n= 84)

06年度(n= 94)

全
体

一
次

産
業

素
材

製
造

機
械

製
造

商
社

・

流
通

金
融

重
要

イ
ン

フ
ラ

サ
ー

ビ
ス

0/年 1～2/年 3～5/年 6～10/年 10以上/年



72

3割の企業で「何らかの事業中断に至るｼｽﾃﾑ障害」が発生
「事業中断に至る障害」は保守運用費17億円につき1件発生

68%

69%

68%

26%

26%

27%

5%

5%

5%

0%

0%

1%

0%

0%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=614)

1000人未満(n=413)

1000人以上(n=194)

0/年 1～2/年 3～5/年 6～10/年 10以上/年

役員以上が認識した情報システムの障害で事業が中断した回数（企業規模別）

＜保守運用費（除・ソフトウェア費用）と障害件数の関係を試算＞
・役員以上が認識した障害＝０．１４３件／保守運用費1億円 ＜7億円につき1件＞
・役員以上が認識した障害で事業が中断した障害＝０．０５９件／保守運用費1億円

＜１７億円につき１件＞
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23%

23%

14%

10%

5%

4%

4%

5%

3%

2%

1%

5%

21%

12%

10%

13%

12%

7%

5%

4%

5%

5%

3%

1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

ハードウェアの故障

ネットワーク（キャリア側）の障害

ネットワーク（自社側）の物理的故障

独自開発ソフトウェアのバグ

運用オペレーションにおけるミス

パッケージソフトウェアのバグ

要求仕様の誤り、設計ミス

OS、ミドルウェアのバグ

キャパシティ管理の不備

ネットワーク（自社側）の運用ミス、
テスト不足、設計ミス

DBMSのバグ

その他

1位(n=376)

2位(n=275)

「役員以上が認識した情報ｼｽﾃﾑ障害」の主な原因は、
「ﾈｯﾄﾜｰｸの障害」と「ﾊｰﾄﾞｳｪｱの故障」

役員以上が認識した情報システム障害の主な原因

・主な原因をグルーピング（1位の合計・２位の合計）すると「ネットワークの障害（３９％・
２７％）」、「ソフトウェアのバグ（２３％・３０％）」、「ハードウェアの故障（２３％・２１％）」の順。
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26%

23%

12%

10%

6%

5%

4%

3%

2%

2%

1%

5%

13%

13%

15%

4%

11%

4%

5%

8%

5%

1%

4%

19%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

ハードウェアの故障(1）

ネットワーク（キャリア側）の障害(2)

独自開発ソフトウェアのバグ(4)

ネットワーク（自社側）の物理的故障(3)

OS、ミドルウェアのバグ(8)

運用オペレーションにおけるミス(5)

ネットワーク（自社側）の運用ミス、

テスト不足、設計ミス(10)

キャパシティ管理の不備(9)

パッケージソフトウェアのバグ(6)

要求仕様の誤り、設計ミス(7)

DBMSのバグ(11)

その他

1位 2位

(N)は「役員以上が認識した障害」の順位

「事業中断に至った障害」の主な原因も、「ﾈｯﾄﾜｰｸの障害」
と「ﾊｰﾄﾞｳｪｱの故障」だが、「独自ｿﾌﾄｳｪｱのﾊﾞｸﾞ」が第3位に

事業中断に至った情報システム障害の主な原因

・１０００人未満の企業では「ハードウェアの故障」が圧倒的（1位：２８％、2位：２８％）。
・大企業では「キャリア側のネットワーク障害」が第１位（1位：２３％、2位：１１％）。
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基幹系ｼｽﾃﾑのﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾏｼﾝがない企業が4割もある
ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾏｼﾝ装備は業種や企業規模やよる格差が大きい

18%

13%

16%

13%

45%

27%

19%

40%

37%

29%

47%

43%

41%

49%

42%

51%

55%

41%

13%

32%

32%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=624)

素材製造(n=95)

機械製造(n=164)

商社・流通(n=118)

金融(n=40)

重要インフラ(n=41)

サービス(n=84)

複数箇所で多重化している １箇所で多重化している バックアップマシンなし

基幹系システムのバックアップマシンの状況

・「バックアップマシンなし」は1000名以上の企業で29%、1000名未満の企業では49%。
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複数の拠点にﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾏｼﾝを持つ企業は、
「事業中断に至る障害」を大きく減らしている

障害発生状況、事業中断障害とバックアップマシンの状況
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障害発生状況

事業中断障害
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信頼性向上に関する悩みは、「ＩＴ部門に対応できる人材が
不足していること」と「システムが複雑で原因追求が難しいこと」
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情報ｼｽﾃﾑ信頼性向上の課題と対策
（JUAS・企業ＩＴ動向調査2007より）

1. IT技術の進歩、利用形態の拡大、セキュリティ確保、システムの複雑化などが急激に進
んでおり、システム全体を見渡すことのできる人材が不足している。
⇒情報システムの信頼性向上に対応できる人材の育成が急務である。

2. システムの構成要素が複雑で各ベンダーの得意分野に絞った製品（部品）を組合せてシ
ステムを構築しているので、各々の製品間の障害追求が難しく原因の究明まで到達する
ことが困難となってきている。
⇒各ベンダー間の原因究明の協力体制を確立し、部分最適なシステムから保守運用を
考慮したシステム全体の信頼性向上に向けたシステム構成に見直していく必要がある。

3. システム障害の原因を追及するとテストが不足していることが多い。
24時間365日稼働などシステム停止が困難なシステム、インターネットでのBtoCシステ
ムで利用者人数が急激に増減するシステム、システム改修や機能追加で負荷テストや
本番環境に近いテストができない、本番環境を利用した短い時間でのテストしかできな
いことなどがシステムの信頼性を阻害している要因といえる。
⇒本番環境に近い環境でのテスト機を準備して十分なテストが可能な環境整備をする
ことが必要である。

4. 信頼性の向上策としてレビュー（企画、設計、開発、テスト）を強化する必要がある。
⇒システムオーナの役割を明確にして、システムオーナのレビュー参加を義務付けたり、
要求仕様の誤りや設計ミスを回避するレビューを確実に実施して効果を上げることであ
る。


